
基本的な考え方

三機工業グループでは、コーポレートガバナンスについて「取締役会が最高経営責任
者を監督するシステムを備えてその機能を強め、ステークホルダーと対話しつつ、透
明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うことによって、持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上を実現させるための仕組みおよび取り組み」と考えています。また、当社
グループの基本的な考え方および取り組み方針を明らかにするため、「三機工業コーポ
レートガバナンス・ガイドライン」を策定し、さらなる充実化に努めています。

三機工業コーポレートガバナンス・
ガイドライン
https://www.sanki.co.jp/corporate/
governance/guideline.html

コーポレートガバナンス体制
https://www.sanki.co.jp/
corporate/governance/

コーポレートガバナンス報告書
https://www.sanki.co.jp/
corporate/governance/report.html

安定した収益と経営基盤の強化マテリアリティ

コーポレートガバナンス

機関設計
機関設計として独任制・常勤制の監査役を有する監

査役会設置会社を採用し、監査役・監査役会が取締役
の職務の執行を監査するとともに、会計監査人が計算
書類等を監査しつつ、取締役会が重要な意思決定を行
う体制としています。また、執行役員制度を導入する
ことで、経営と執行の役割分担を明確化し、業務執行
の機動性向上と意思決定の迅速化および監督機能の強
化を図っています。

コーポレートガバナンス体制

役員の状況（2026年6月24日現在）

コーポレートガバナンス体制図（2026年6月24日現在）

人数等

取締役会議長 1名（非業務執行取締役） 

取締役人数（うち女性の人数） 12名（1名）

社外取締役人数（うち独立役員人数） 5名（5名）

執行役員（うち女性の人数） 36名（1名）

うち取締役兼務 4名（0名）

監査役人数（うち女性の人数） 5名（0名）

社外監査役人数（うち独立役員人数） 3名（3名）

コーポレートガバナンス報告書
https://www.sanki.co.jp/corporate/governance/report.html

各会議体の詳細はこちらをご覧ください。
https://www.sanki.co.jp/corporate/governance/
organization.html

選任・解任

会計監査
業務監査
会計監査

情報交換・
認識共有 連携

連携

選任・解任

（補欠監査役1名）

付議・報告

指揮・
監督

モニタリング・指導・支援・教育

指揮・監督

諮問 答申

選定・解職・監督 付議・報告

報告

監査

重要案件
付議・報告

選任・解任 選任・解任

株主総会

取締役会
取締役12名※1うち社外取締役5名

人事報酬諮問委員会

社外役員連絡会
社外取締役5名
社外監査役3名

執行役員 内部監査室

各室・センター・本部・事業本部・事業部・支社・支店・グループ会社

会計監査人
（EY新日本有限責任監査法人）

監査役会
監査役5名※2うち社外監査役3名

代表取締役社長

経営会議

※1  �定款において、取締役の人数を16名以内と定めています。
※2  �当社の監査役のうち1名は、財務および会計に関する相当程度の知見を有する監査役です。

政策会議

統合リスク管理委員会

企業倫理委員会

サステナビリティ委員会

執行役員会

内部統制財務委員会

取締役会の活動状況

経営における重要事項の決定と業務執行状況を監督
するため、取締役会を毎月1回以上開催、取締役会の
議長は非業務執行取締役が務めています。2025年度
は13回開催し、主な議論の内容は以下のとおりです。

役員の選任と社外役員の独立性

取締役会は、経営戦略に照らし取締役会構成員が発
揮することを期待するスキルを特定した上で、多様な
スキルと経験豊かな取締役で構成しています。また独
立社外取締役比率は３分の1以上としています。

取締役候補者の指名にあたっては、人事報酬諮問委
員会の審議結果を取締役会へ上程し、監査役候補者の
指名にあたっては事前に監査役会の同意を得た上、取
締役会で審議を行い、株主総会での決議を以って選任
しています。社外役員については独立性基準を設け、
経営に対する監督機能の客観性を高めています。

2025年度の
主な審議事項

	● 業務執行の進捗状況
	● 内部統制状況
	● リスク管理状況
	● �サステナビリティ推進状況
	● ＩＲ活動状況
	● �各事業部門ごとの市場環境、競合状況、業績見通し、
リスク要因

社外役員の独立性基準（三機工業三機コーポレートガバナンス・ガイドライン別紙）
https://www.sanki.co.jp/corporate/governance/guideline.html

取締役・監査役がもつスキル・キャリア・専門性（スキルマトリックス）

取
締
役

監
査
役

スキル・キャリア・専門性を重要と考える理由
スキル ・キャリア・専門性 重要と考える理由

企業経営・経営戦略 激変する事業環境において当社が持続的な成長を実現するためには、取締役会による実効性の高い監督機能と迅速・果断な意思決定が不可
欠であり、豊富な経営経験と戦略的思考を有する人財が重要と考えるため

エンジニアリング 当社の競争優位性の源泉である技術力の維持・向上と、安心・安全な施工品質の確保は事業継続の根幹であり、建築設備・プラント設備分野
における高度で幅広い技術的知見を持つ人財による監督が不可欠と考えるため

設計・研究開発 技術革新による社会課題解決と知的財産の戦略的活用は当社の将来成長の鍵であり、研究開発投資の効果最大化と技術資産の適切な保護・
活用を監督できる専門性が重要と考えるため

営業・マーケティング 顧客との信頼関係構築と市場競争力の強化は収益基盤の根幹であり、変化する市場ニーズに対応した営業戦略の策定・推進を適切に監督で
きる経験・知見が不可欠と考えるため

海外 海外市場での成長機会獲得は当社の中長期的な企業価値の向上につながることから、海外事業特有のリスクを適切に管理しながら成長戦略
を推進するための国際的な知見・経験が必要と考えるため

会計・財務 株主・投資家からの信頼獲得と資本効率の向上は企業価値向上の基盤であり、資本コストを意識した経営判断と財務戦略の適切な監督によ
り持続的な価値向上を実現するために重要と考えるため

リスクマネジメント・
ガバナンス・法務

ステークホルダーからの信頼確保と持続的な企業価値向上には健全なガバナンス体制が不可欠であり、多様化するリスクへの対応と法令遵
守を確実に監督できる専門性が重要と考えるため

サステナビリティ ESG課題への対応は企業の社会的責任であると同時に長期的な競争優位性の源泉であり、持続可能な事業モデルの構築と社会価値創造を実
現するために不可欠と考えるため

IT・DX 建設業界のデジタル変革は業務効率化と新たな価値創造の必須要件であり、当社の競争力強化とイノベーション創出を実現するデジタル戦
略の推進を適切に監督できる専門性が重要と考えるため

労務・人財開発 優秀な人財こそが当社の競争力と企業価値の源泉であり、人的資本への継続的投資と働きがいのある職場環境の構築により持続的成長を実
現するために重要と考えるため

氏名 役職 企業経営・
経営戦略

エンジニア
リング

設計・
研究開発

営業・
マーケティ

ング
海外 会計・財務

リスク
マネジメント・
ガバナンス・

法務

サステナ
ビリティ IT・DX 労務・

人財開発

石田 博一 代表取締役会長 ● ● ● ● ● ●
名古屋 和宏 代表取締役社長 ● ● ● ● ● ●
工藤 正之 取締役 ● ● ● ● ● ●
飯嶋 和明 取締役 ● ● ● ● ●
新保 順一 取締役 ● ● ● ● ●
川辺 善生 取締役／最高財務責任者 ● ● ● ● ●
長谷川 勉 取締役／取締役会議長 ● ● ● ● ● ●
柏倉 和彦 社外取締役／人事報酬諮問委員会委員長 ● ● ●
河野 圭志 社外取締役 ● ● ● ●

松田 明彦 社外取締役 ● ● ●

梅田 珠実 社外取締役 ● ● ●
有末 真哉 社外取締役 ● ● ●
山中 庸詳 常勤監査役／監査役会議長 ● ●
古谷 伸之 常勤監査役 ● ● ●
藤田 昇三 社外監査役 ● ● ●
跡見 裕 社外監査役 ● ● ●
江頭 敏明 社外監査役 ● ● ●
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施工現場視察

研究開発状況報告会

重要議案承認後の
定量的・定性的な
モニタリング 

中期経営計画で公表した事業投資検討会を効果的に
運営し、取締役会での投資実行時の意思決定から投
資後の継続評価まで、一貫した投資管理体制を構築
し、事業投資やM&A案件の質的向上を実現します。 

中長期的な経営戦
略等の議論 

2025年度より取り組んでいる中期経営計画では中
長期目線の議論が活発化した流れを継続するため、
中長期のテーマを設定し戦略的議論を推進します。 

社外役員への支援
体制強化 

主要会議や各研修への参加を通じて、事業内容の理
解向上を図ります。 

今後の取り組み

実効性評価のプロセス

4月 2024年度の課題への対応状況のレビュー
と2025年度の評価の進め方の審議

6月 全取締役・監査役に向けたアンケートと 
インタビューの実施および集計

7月 取締役全員による意見交換／
課題共有、今後の取り組み等の審議

2025年度の実効性評価の概要
評価項目

「審議の活性化」「役割・責務」「情報入手と支援体制」「実効性評価」の
４項目について12問の質問内容を設定

実施方法

設問ごとに４段階評価および自由コメント欄を設定。第三者によるレ
ポート（評価）

取締役会の実効性評価

年1回、取締役会における議案審議プロセスの検
証や改善点の抽出を自ら行う機会を設け、取締役会
全体の実効性の分析・評価および取締役会での協議
を行い、改善に活用しています。評価は原則アンケー
ト形式で実施し、３年に1回はアンケートに加えて
役員への個別インタビューを実施しています。2025
年度の実効性を評価するにあたり、例年の匿名アン
ケートに加えてインタビュー形式でも実施し、第三者
評価において取締役会の実効性が確保されていること
を確認しました。

2024年度の抽出課題への対応
① �さらなる議論の活性化、 

中長期的な経営戦略のモニタリング
経営ビジョン“MIRAI 2030”と「中期経営計画

2027」を推進するため、各事業のROIC分析を行い、
事業ポートフォリオ戦略についての議論を開始しまし
た。また、 将来のリスク管理体制についても議論しま
した。そして、「中期経営計画2027」の目標達成に
向けて、中計のテーマでもある外部連携（主にM&A）
に関して各案件の質を高めつつ、着実に進捗させるた
めに社内会議体「事業投資検討会」を発足し、定期的
に取締役会に報告するルートを開設しました。

② 社外役員への支援体制強化
例年に引き続き、社外役員の当社事業の知見を深め

る取り組みとして、現場視察（3カ所）を実施。単なる
現場の視察にとどまらず、そこで働く現場社員との意
見交換を行うことで、より現場の実態の理解を促進し
ました。

加えて、社外役員向けに研究開発状況報告会を実施
し、現在の課題感、将来に向けた取り組みとその進捗
を共有したほか、現場や開発担当者とのコミュニケー
ションの機会を通じて、より深い相互理解につながり
ました。

役員報酬

取締役候補者の指名および報酬を審議するため、取
締役会のもとに人事報酬諮問委員会を設置していま
す。2020年度より透明性と中立性の強化を目的とし
て、委員全員を社外取締役のみの構成としています。

取締役の報酬は、株主総会で決議された限度額の範
囲内で、固定報酬、賞与および譲渡制限付株式報酬で
構成されます。

また、株主の長期的利益に連動し、企業価値最大化
への意欲を高めるよう、毎年度、各要素のバランスを
考慮して決定しています。

取締役・監査役の報酬の要素と手続き（2026年6月24日現在）

区分 固定
報酬 賞与 譲渡制限付

株式報酬 手続き

取締役
（社外取締役を除く） ◯ ◯※1 ◯ 人事報酬諮問委員

会の審議を経て
取締役会で決定社外取締役 ◯ ー ◯

監査役
（社外監査役を除く） ◯ ー ◯

監査役の協議に
より決定

社外監査役 ◯ ー ◯

取締役および監査役の報酬等の額※2（2025年度）

区分 支払人数 支払総額

取締役（うち社外取締役） 13名（5名） 823百万円（102百万円）

監査役（うち社外監査役） 5名（3名） 110百万円（43百万円）

※1 �非業務執行取締役は除く
※2 �対象となる役員の員数には、2025年6月26日開催の第101回定時株主

総会の終結の時をもって退任した取締役1名が含まれています

人事報酬諮問委員会の構成

委員（答申） 社外取締役（全員）

説明者
	● 代表取締役社長
	● �代表取締役社長および委員が必要に応じ
て指名する取締役

2025年度の開催回数 3回

役員報酬の構成

固定報酬 役位・担当範囲別

賞与 期間業績連動部分

譲渡制限付株式報酬 長期インセンティブとして役位別に付与

内部統制

内部統制システム基本方針・体制
業務執行の適法性・健全性・透明性を確保するため

に「内部統制システム基本方針」に基づく体制の整
備・運用を行っています。また内部通報制度では、企
業倫理全般に関する通報窓口の運用と併せて、独占禁
止法違反行為に関する専用通報窓口、常勤監査役へ通
報できる体制を整備しています。

取締役会において法令や定款に定める事項や業務執
行に関する事項の決議を行うほか、業務執行が適切に
行われていることを監督しています。経営会議では、
付議および報告の基準にのっとって、職務の執行を効
率的に行うことができる体制をとっています。また、
社外役員を構成員とする社外役員連絡会では、必要
な情報の交換と認識の共有を図り、自由な意見交換を
行っています。

監査役の監査が実効的に行われることを確保する体
制としては、監査役は重要な会議に出席し、必要に応
じて意見を述べるほか、会計監査人および内部監査室
から報告を受け、必要な場合は内部監査室へ調査指示
し、随時協議しています。常勤監査役はグループ会社
の監査役を兼務し、内部監査室、グループ会社の社長
との定期的な意見交換、会計監査人からの報告や情報
交換等によって、当社グループ全体の内部統制に関す
る状況の把握を行っています。

財務報告の適正性の確保
金融商品取引法に基づく内部統制の枠組みに沿った

財務報告を行うために「内部統制財務委員会」を年4
回開催しています。同委員会において各部門・グルー
プ会社の会計上のリスクに対する評価および対応につ
いて審議することにより、財務報告の適正性を確保す
るための内部統制システムの整備および適切な運用を
推進しています。内部統制報告制度に従って財務報告
にかかわる内部統制は有効であるとの内部統制報告書
を作成しており、2025年度の同報告書についても、
財務報告のすべての重要な点が適正に表示されている
との会計監査人の意見表明がなされています。

 P. 79 内部通報制度

安定した収益と経営基盤の強化マテリアリティ コーポレートガバナンス
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役員一覧（2026年6月24日現在） 独立社外役員

取締役会議長

社外取締役
柏倉 和彦

（株）三井住友銀行の執行役員および同グループ
会社の経営者を歴任。2018年より当社社外取締
役を務める。

人事報酬諮問
委員会委員長

取締役会出席状況 13回／13回
人事報酬諮問委員会出席状況 3回／3回

取締役
長谷川 勉

1975年入社。建築設備事業、営業統括本部の部
門経営を長年にわたり経験。2015年に代表取締
役社長就任を経て、2020年より代表取締役会長
を務める。2026年より現任。

取締役会出席状況 13回／13回

社外取締役
河野 圭志

日本銀行の主要部門の管理職を歴任。中外製薬
（株）で執行役員を務め、2021年より当社社外取
締役を務める。

取締役会出席状況 13回／13回
人事報酬諮問委員会出席状況 3回／3回

社外監査役
跡見 裕

大学において長く教育・研究に携わり杏林大学
医学部長、同大学学長等を務め、現在は名誉学
長。2019年より当社社外監査役を務める。

社外監査役
江頭 敏明

取締役会出席状況 12回／13回
監査役会 10回／10回

三井住友海上火災保険（株）の代表取締役社長等
を歴任し、現在は三井住友海上火災保険（株）名
誉顧問。2019年より当社社外監査役を務める。

取締役会出席状況 13回／13回
監査役会 10回／10回

取締役

取締役
工藤 正之

1985年入社。建築設備事業の技術者として海外
を含む多くの実務を経験。2014年ファシリティ
システム事業部長、2022年サステナビリティ推
進本部長、2024年コーポレート本部長を歴任
し、ガバナンスの向上と人的資本経営の推進に
注力。

代表取締役会長
石田 博一

1983年入社。建築設備事業に長く携わり、要職
を歴任。2020年に代表取締役社長に就任以来、
サステナビリティ経営を掲げ、経営基盤の強化
に取り組んできた。2026年に代表取締役会長に
就任。

取締役会出席状況 13回／13回 取締役会出席状況 11回／11回
取締役会出席状況 13回／13回

代表取締役社長
名古屋 和宏

三井物産（株）における海外ビジネス実務経験お
よび同社米国法人の経営者としての経験を活か
し2024年に当社入社。2024年執行役員、2025
年取締役常務執行役員。2026年4月に代表取締
役社長に就任。

社外取締役
松田 明彦

東京ガス（株）の執行役員、参与および同グループ
会社の経営者などを歴任。2021年より当社社外
取締役を務める。

取締役会出席状況 13回／13回
人事報酬諮問委員会出席状況 3回／3回

社外取締役
有末 真哉

三井生命保険（株）（現大樹生命保険（株））の代表
取締役社長、取締役会長をはじめ、（一社）日本経
済団体連合会の常任幹事等を歴任。2026年に当
社社外取締役に就任。

社外取締役
梅田 珠実

厚生労働省大臣官房審議官や環境省大臣官房環
境保健部長等を歴任。2021年からは国立国際医
療研究センター（現 国立健康危機管理研究機構）
客員研究員に就任。2022年より当社社外取締役
を務める。

取締役会出席状況 13回／13回
人事報酬諮問委員会出席状況 3回／3回　

新任

取締役
飯嶋 和明

1984年入社。研究開発および省エネルギー関連
事業に携わる。2016年技術研究所長、2018年
R&Dセンター長を歴任。2021年よりプラント
設備事業本部長を務め、機械システム事業と環
境システム事業の発展に寄与。

取締役
新保 順一

1988年入社。建築設備事業の技術者として海外
を含む多くの実務を経験。2024年より建築設備
事業本部長を務め、建築設備事業の発展と建設
現場の働き方改革の推進に注力。

取締役
川辺 善生

1984年入社。経理・財務関連業務および内
部統制の推進に携わる。現在は経理本部長。
2020年より最高財務責任者を務め、資本・財
務政策に注力。

最高財務責任者

取締役会出席状況 13回／13回
取締役会出席状況 13回／13回取締役会出席状況 13回／13回

監査役

社外監査役
藤田 昇三

常勤監査役
古谷 伸之

1986年入社。経理部門に長年在籍し、財務・会
計分野に精通。2013年に管理本部人事部長に就
任以来、総務・人事部門の責任者を歴任し、2023
年執行役員総務人事本部長に就任。2026年より
常勤監査役に就任。

常勤監査役
山中 庸詳

1982年入社。建築設備事業部門における技術・
営業分野に長年従事。建築設備事業の技術管理
部門責任者等を歴任。2024年より常勤監査役に
就任。

取締役会出席状況 13回／13回
監査役会 10回／10回

1976年検事任官。2011年弁護士登録。（株）整
理回収機構の代表取締役社長や他社の監査等委
員である取締役を歴任。2018年より当社社外監
査役を務める。

取締役会出席状況 13回／13回
監査役会 10回／10回

新任

安定した収益と経営基盤の強化マテリアリティ コーポレートガバナンス
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